
令和８年度予算のポイント



予算編成方針

予算編成における３つの基本方針
１ 将来を見据えた持続可能な
施設の検討

「限られた財源の効率的、効果的な活用」や
「脱炭素化」などの社会情勢に対応するため、
環境負荷の軽減や周辺環境への配慮を行う
ことが必要

⇒・ごみ広域処理施設整備運営事業者の
選定

36,758千円

・環境影響評価手続きの実施

15,210千円

・循環型社会形成推進地域計画の策定

5,137千円

国の循環型社会形成推進交付金制度により、

交付金を受けるために必要な計画を策定

ほか

２ 新施設の建設計画のマネジ
メント

遅滞なく事業を進捗するため、新施設の
建設や用地取得に必要となる調査等を適切
な時期に実施するとともに、積極的な情報
提供を行うことで新施設に係る周辺住民の
理解を深めることが必要

⇒・ごみ広域処理施設建設に向けた
造成工事のための設計及び用地
取得のための調査 37,243千円
造成設計業務、用地取得のための不動産

鑑定及び土地評価、物件補償の調査

・予定地周辺住民に向けた情報
発信の実施 162千円
事業の進捗状況等に係るチラシの配布、

住民説明会の実施

ほか

３ DX(デジタルトランスフォー
メーション）の活用

限られた職員により、専門性が高い業務
を行うため、行政事務の効率化やコスト
削減の効果、国や構成市町の方針との整合
性等を明示して、デジタル技術の活用を
推進することが必要

⇒・建設図面プログラムの活用
24千円

R6に導入したコンピュータ用の設計ツール

を継続活用

・クラウドサーバ、CMS、
財務会計システム、EBの活用

4,755千円
R５に整備した各種システムを継続活用

ほか

１



歳入・歳出の構成

分担金及び負担金

168,750（89.5％）

国庫支出金

19,574（10.4%）

繰越金

271（0.1%）

諸収入

2 （0%）

議会費

2,496 （1.3%）

総務費

87,794 （46.6%）

衛生費

97,307（51.6%）

予備費

1,000 

（0.5%）歳

出

主な増減理由：施設整備運営事業者選定支援業務委託料、物件調査積算業務委託料の新設（＋56,446千円）
環境影響評価業務委託料の現地作業完了による減額（△97,964千円）

歳

入

（単位：千円）

予算規模 188,597千円（前年度比△６５，２２０千円［△２５．７％］）

２



１ 将来を見据えた持続可能な施設の検討

３

〇施設整備運営事業者選定支援業務の実施及び施設整備運営事業者選定委員会の設置 36,758千円

ごみ広域処理施設整備運営事業者の発注準備から契約締結までの一連の事務について、価格の抑制を念頭に適正
かつ円滑に遂行するため、一般廃棄物処理施設の整備及び運営に関して、DBO方式に関する幅広い知識と専門能力を
有し、課題解決を的確に行う能力のある専門家に支援を委託
また、ごみ広域処理施設の整備及び運営業務を請け負う事業者を公平かつ公正に選定するために必要な事項に

ついて調査及び審議をするため、ごみ広域処理施設整備運営事業者選定委員会を新たに設置

〇循環型社会形成推進地域計画の策定
5,137千円

平成17年度に創設された環境省の「循環型
社会形成推進交付金制度」により交付金を
受けるために必要となる計画で、第２期計画
策定となる
策定

計画期間は、令和９年度から令和１５年度の
７年間

〇環境影響評価手続きの実施 15,210千円

令和５年度から令和７年度にかけて実施した建設予定地周辺
環境の調査結果と施設条件から建設中と施設稼働後の環境影響を
予測評価し、環境保全措置と事後調査計画を準備書として春頃
公表（住民説明会、公聴会も実施）
さらに準備書への知事意見、住民意見を反映した評価書を冬頃

公表

R5～８：171,700千円（債務負担行為）



２ 新施設の建設計画のマネジメント

３ DX（デジタルトランスフォーメーション）の活用

４

〇ごみ広域処理施設建設に向けた造成工事のための設計及び用地取得のための調査 37,243千円

ごみ広域処理施設の建設に向け、遅滞なく事業を進捗できるよう、造成工事の設計業務委託及び用地取得の
ための不動産鑑定・土地評価・物件補償調査の実施

・不動産鑑定 ：建設予定地内の標準地となる６画地の鑑定を実施し、標準地価格を算出
・土地評価 ：不動産鑑定によって算出された標準地価格等をもとに、取得する土地の買収価格を算出
・物件補償調査：建設予定地の用地取得にあたり、補償対象となる物件の補償額を積算し算出

〇建設予定地周辺住民に向けた情報発信の実施 162千円

建設予定地周辺の住民に対して、事業の進捗状況等についてチラシの全戸配布、住民説明会を開催するなど、積極
的に情報を発信することで、新施設に対する理解を深めてもらうための環境を整備

〇建設図面プログラムの活用 24千円

令和6年度に導入したコンピュータを用いて設計することが
できるツールを引き続き活用し、設計業務を効率化

〇クラウドサーバ、CMS、財務会計システム、
EBの活用 4,755千円

令和５年度中に整備した各種システムについて、
令和８年度以降も引き続き活用
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